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次期「北海道創生総合戦略」の策定について 

 

１ 趣旨 

○ 道では、「幅広い世代が集い、つながり、心豊かに暮らせる包容力のある北海道」を

めざす姿として 2020年（令和２年）３月に第２期北海道創生総合戦略（以下「総合戦略

という）を策定し、地域創生に関する施策を推進。その後、新型コロナウイルス感染症

による社会情勢の変化やデジタル化の推進、脱炭素化など社会変革の動きに的確に対応 

するため、2021年（令和３年）12月に改訂。 

 

 ○ 総合戦略の推進期間は、2020年度（令和２年度）から 2024年度（令和６年度）まで

の５年間としており、来年度が最終年度であるが、現在策定中の道の政策の基本的な方

向を総合的に示す「北海道総合計画」の内容を踏まえるとともに、少子化の進展などを

要因として急速に進行する人口減少に対して、継続して粘り強く取組を進め、エネルギ

ーや食料、半導体をはじめとした経済の安全保障などの社会経済情勢の変化や課題に対

応した中長期的な指針を示していく必要があることから、来年度中に次期の総合戦略

を策定するとともに、人口ビジョンを改訂する。 

 

２ 進め方 

○ 今年度中に、地域の現状や課題のほか、人口減少対策に関する道民の意向把握及び

調査分析を行い、北海道創生協議会の下に設置する検証ワーキンググループにおい 

て、現行戦略の検証及び課題の抽出、次期戦略の方向性等を議論。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 新たな北海道総合計画や、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（毎年改

訂）及び「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（2024年（令和 6年）に改訂予

定）を踏まえ策定・改訂。 

北海道創生協議会 

（産官学金労言で構成 計 20名） 

北海道創生協議会幹事会 

（北海道創生協議会の構成） 

【設置】 検証ワーキンググループ 

資料３ 
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３ 想定スケジュール 

時期 内   容 

 

 

  

 

 

道 民 
意向の 
把 握 

地域の現状や課題等に関する道民意向の把握（総合計画共同） 

道民、企業・団体・ＮＰＯ等意向調査、 
高校生・大学生、地域住民、市町村意見聴取 

人口減少対策に関する道民意向の把握 

道内高校・大学への意識調査、道民意識調査 

 調 査 
分 析 
・ 

検 証 

人口動態・要因分析 

検証ワーキンググループ 

現行戦略の検証、課題の抽出、次期戦略の方向性 

10月～ 
３月頃 

７月～ 
10月頃 

 次期戦略［骨子］ 

北海道創生協議会（検証ＷＧ結果報告、骨子策定に向けた議論） 

市町村・団体意見照会 

８月～ 
10月頃 

北海道創生協議会（素案策定に向けた議論） 

 次期戦略・人口ビジョン［素案］ 

パブリックコメント、市町村・団体意見照会 

北海道創生協議会（原案策定に向けた議論） 

 次期戦略・人口ビジョン［原案］ 

11月頃 

 次期戦略・人口ビジョン［決定］ 冬頃 

３月 現行戦略推進期間期限 
新戦略スタート 

Ｒ５年度 

５月～ 
７月頃 

Ｒ６年度 

【国】 

【国】 
デジ田 
戦 略 
改 訂 
（年末） 

当面の 
重 点 
検 討 
課 題 

（6月頃） 

【国】 

デジ田 
戦 略 
改 訂 
（年末） 

【国】 

長 期 
ﾋﾞｼﾞｮﾝ 
改 訂 
（年内） 


